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介護人材実態調査結果概要と課題

Ⅰ 調査の概要

１ 調査の目的と方法

(1) 調査目的

介護人材の実態を把握することにより、介護人材の確保に向けて必要な取組等を検討する。

(2) 調査方法 ［事業所票］メールによる配付・回収 郵送配付・回収

[職員票] 郵送により事業所に依頼状を配付・インターネットによる回答

(3) 調査対象 サービス提供事業所・有料老人ホーム・サービス付き高齢者住宅 275

(4) 調査時期 令和５年３月７日～令和５年６月 16 日

(5) 有効回収数 ［事業所票］162（回収率 58.9％）

[職員票] 906

２ 報告書の見方

l本文及び図中に示した百分比（％）で示してある数値は小数点以下第２位を四捨五入している

ため、全項目の回答比率の合計が 100.0％とならない場合がある。

l２つ以上の回答（複数回答）を求めた質問では、回答比率の合計が 100.0％を超えることがあ

る。

lグラフ中の「ｎ」は質問に対する回答数であり、100.0％が何事業所の回答に相当するかを示

す比率算出の基数である。
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Ⅱ 介護人材実態調査結果（事業所票）

１ 職員の状況

(1) 職員数

Ø 職員数について、正規職員数が平均 8.1 人、非正規職員数が平均 7.2 人となっている。

Ø サービス種別にみると、施設・居住系では正規職員数が平均 13.5 人と多くなっている。

【職員数】

Ø 雇用形態別職員割合は、正規職員が 58.6％、非正規職員が 41.4％となっている。

【雇用形態別職員割合】

回答数 平均 回答数 平均

全体 131 8.1人 104 7.2人 

訪問系 37 7.0人 26 10.9人 

通所系 39 5.7人 36 4.9人 

施設・居住系 39 13.5人 36 7.7人 

居宅介護支援 16 3.6人 6 2.8人 

正規職員 非正規職員

58.6

48.0

55.8

65.6

77.0

41.4

52.0

44.2

34.4

23.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1,816)

訪問系(n=542)

通所系(n=398)

施設・居住系(n=802)

居宅介護支援(n=74)

正規職員 非正規職員
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Ø 職種別職員数は、介護福祉士では正規職員数が平均 6.2 人、訪問介護員では非正規職員数

が平均 10.1 人と多くなっている。

【職種別職員数】

(2) 職員の居住地域

Ø 職員の居住地域について、「廿日市市内」と回答した事業所の割合が 73.9％となっている。

【職員の居住地域】

回答数 平均 回答数 平均

訪問介護員 31 2.8人 26 10.1人 

介護福祉士 89 6.2人 62 3.0人 

看護師、准看護師 66 3.7人 60 2.4人 

生活相談員・支援相談員 40 1.6人 4 2.0人 

PT・OT・ST等 37 3.8人 21 1.4人 

介護支援専門員 42 1.7人 10 1.8人 

主任介護支援専門員 16 2.2人 2 1.0人 

社会福祉士 23 1.3人 - -

管理栄養士・栄養士 22 1.6人 2 1.0人 

その他 42 3.1人 48 4.4人 

正規職員 非正規職員

73.9 13.5 5.4
0.7

0.7
0.1

2.5
3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=2,163

廿日市市内 広島市佐伯区 広島市西区 広島市中区

広島市安佐南区 広島市安佐北区 大竹市 その他
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(3) 採用者・離職者数

Ø 介護職員の採用者・離職者数について、採用者数は平均 2.4 人、離職者数は平均 2.5 人と

なっている。

【介護職員の採用者・離職者数】

Ø 介護職員の採用者・離職者の状況では、離職者が採用者より多い事業所が 11.7％、離職者

のみの事業所が 7.4％となっている。

Ø サービス種別にみると、離職者が採用者より多い事業所が施設・居住系で 20.0％となって

いる。

【介護職員の採用者・離職者の状況】

回答数 平均 回答数 平均

全体 75 2.4人 66 2.5人 

訪問系 26 1.9人 22 2.0人 

通所系 19 2.6人 17 2.7人 

施設・居住系 24 3.0人 22 3.1人 

居宅介護支援 6 1.2人 5 1.2人 

採用者 離職者

11.7 

10.9 

6.8 

22.5 

4.3 

9.9 

12.7 

13.6 

5.0 

4.3 

11.7 

10.9 

9.1 

20.0 

4.3 

13.0 

12.7 

13.6 

12.5 

13.0 

7.4 

5.5 

9.1 

7.5 

8.7 

46.3 

47.3 

47.7 

32.5 

65.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=162)

訪問系(n=55)

通所系(n=44)

施設・居住系(n=40)

居宅介護支援(n=23)

採用者が離職者より多い 採用者と離職者が同じ

離職者が採用者より多い 採用者のみ

離職者のみ 採用者・離職者ともにいない、無回答
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２ 人材確保の状況

(1) 人材確保の状況

Ø 人材確保の状況について、『不足している』（「不足している」＋「やや不足している」）と

回答した事業所の割合が 44.5％となっている。

Ø サービス種別にみると、『不足している』と回答した事業所の割合が訪問系で 43.7％、通

所系で 36.4％、施設・居住系で 57.5％、居宅介護支援で 39.1％となっている。

【人材確保の状況】

22.2 

20.0 

31.8 

12.5 

26.1 

28.4 

27.3 

31.8 

30.0 

21.7 

27.8 

25.5 

27.3 

32.5 

26.1 

16.7 

18.2 

9.1 

25.0 

13.0 

4.9 

9.1 

0.0 

0.0 

13.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=162)

訪問系(n=55)

通所系(n=44)

施設・居住系(n=40)

居宅介護支援(n=23)

確保できている

不足するときもあるが、おおむね確保できている

やや不足している

不足している

無回答
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(2) 不足している職員数

Ø 不足している職員数は、全体では正規職員の介護福祉士が平均 1.8 人、訪問介護員、看護

師、准看護師が平均 1.7 人、非正規職員の訪問介護員が平均 2.3 人と多くなっている。

Ø サービス種別にみると、訪問系の非正規職員の訪問介護員が平均 2.8 人と多くなっている。

【不足している職員数】

回答数 平均 回答数 平均

訪問介護員 3 1.7人 11 2.3人 

介護福祉士 30 1.8人 18 1.5人 

看護師、准看護師 10 1.7人 10 1.4人 

生活相談員・支援相談員 1 1.0人 1 1.0人 

PT・OT・ST等 3 1.3人 2 1.5人 

介護支援専門員 8 1.1人 1 1.0人 

主任介護支援専門員 5 1.0人 - -

社会福祉士 1 1.0人 - -

管理栄養士・栄養士 - - - -

その他 4 1.3人 7 1.6人 

回答数 平均 回答数 平均 回答数 平均 回答数 平均

訪問介護員 1 2.0人 8 2.8人 1 2.0人 3 1.0人 

介護福祉士 8 1.8人 3 1.0人 4 1.0人 10 1.4人 

看護師、准看護師 6 2.0人 1 2.0人 - - 6 1.3人 

生活相談員・支援相談員 - - - - - - 1 1.0人 

PT・OT・ST等 1 1.0人 1 2.0人 1 2.0人 1 1.0人 

介護支援専門員 1 1.0人 - - - - - -

主任介護支援専門員 - - - - - - - -

社会福祉士 - - - - 1 1.0人 - -

管理栄養士・栄養士 - - - - - - - -

その他 1 1.0人 1 1.0人 2 1.0人 3 1.7人 

回答数 平均 回答数 平均 回答数 平均 回答数 平均

訪問介護員 1 1.0人 - - - - - -

介護福祉士 18 1.9人 5 2.0人 - - - -

看護師、准看護師 4 1.3人 3 1.3人 - - - -

生活相談員・支援相談員 1 1.0人 - - - - - -

PT・OT・ST等 1 1.0人 - - - - - -

介護支援専門員 - - - - 7 1.1人 1 1.0人 

主任介護支援専門員 - - - - 5 1.0人 - -

社会福祉士 - - - - - - - -

管理栄養士・栄養士 - - - - - - - -

その他 1 2.0人 3 1.7人 - - - -

通所系

正規職員 非正規職員

施設・通所系 居宅介護支援

正規職員 非正規職員 正規職員 非正規職員

全体

訪問系

正規職員 非正規職員

正規職員 非正規職員
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(3) 職員が不足している理由

Ø 職員が不足している理由について、「採用が困難である」が 93.1％と最も高くなっている。

【職員が不足している理由】

93.1 

15.3 

6.9 

15.3 

0.0 

91.7 

16.7 

12.5 

8.3 

0.0 

93.8 

25.0 

0.0 

18.8 

0.0 

95.7 

4.3 

0.0 

17.4 

0.0 

88.9 

22.2 

22.2 

22.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用が困難である

離職率が高い（定着率が低い）

事業拡大によって必要人数が増大した

その他

無回答

全体(n=72)

訪問系(n=24)

通所系(n=16)

施設・居住系(n=23)

居宅介護支援(n=9)
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(4) 採用が困難である理由

Ø 採用が困難である理由について、「求職者が少ない」が 91.0％と最も高くなっている。

【採用が困難である理由】

91.0 

41.8 

40.3 

26.9 

14.9 

7.5 

3.0 

95.5 

45.5 

18.2 

22.7 

13.6 

9.1 

0.0 

86.7 

40.0 

53.3 

46.7 

26.7 

6.7 

13.3 

95.5 

40.9 

54.5 

4.5 

0.0 

4.5 

0.0 

75.0 

37.5 

37.5 

62.5 

37.5 

12.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求職者が少ない

賃金上昇への対応が難しい

他事業所との雇用競争の激化

業種の魅力が低下

事業所の経営状況により新規雇用が困難

その他

無回答

全体(n=67)

訪問系(n=22)

通所系(n=15)

施設・居住系(n=22)

居宅介護支援(n=8)
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(5) 過去２年間に離職した職員の離職理由

Ø 過去２年間に離職した職員の離職理由について、「条件の良い仕事、職場への転職」が

29.0％と最も高く、「本人の病気」（26.5％）、「職場の人間関係」（22.8％）、「高齢のため」

（20.4％）が続いている。

【過去２年間に離職した職員の離職理由】

29.0 

26.5 

22.8 

20.4 

17.3 

14.2 

11.1 

8.6 

6.8 

3.7 

1.9 

0.6 

11.1 

18.5 

11.1 

0% 10% 20% 30%

条件の良い仕事、職場への転職

本人の病気

職場の人間関係

高齢のため

仕事がきつい

親や家族の介護

結婚・妊娠・出産・育児

法人や事業所の理念や運営のあり方に不満

給与面の待遇が良くなかった

夜勤がある・夜間の緊急対応がある

新型コロナ感染症の感染対策の負担

勤務時間が長い

その他

過去2年間に離職者はいなかった

無回答

n=162
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(6) 職員確保のための取組・工夫

Ø 職員確保のための取組・工夫について、実施している取組として、「ハローワークに求人を

出している」が 76.5％と最も高く、次いで「法人・事業所のＨＰで個性をアピールしてい

る」（52.5％）となっている。

Ø 効果があった取組として、「ハローワークに求人を出している」が最も高くなっているが

25.3％であり、次いで「未経験者・無資格者の採用も積極的に実施している」（21.6％）と

なっている。

【職員確保のための取組・工夫】

76.5 

52.5 

39.5 

36.4 

32.7 

32.1 

25.9 

20.4 

17.9 

12.3 

12.3 

6.2 

5.6 

5.6 

8.6 

9.3 

25.3 

18.5 

16.0 

21.6 

14.8 

14.8 

11.7 

5.6 

4.9 

0.0 

2.5 

1.2 

1.2 

0.6 

3.7 

48.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ハローワークに求人を出している

法人・事業所のHPで個性をアピールしている

新聞や職業紹介雑誌に求人広告を掲載している

未経験者・無資格者の採用も積極的に実施している

高齢者を採用している

短時間・仕事の範囲の限定など休職者の

希望を取り入れている

職場体験や見学を実施している

福祉系の学校に求人票を出している

インターンシップ（実習）を導入している

SNS(インスタグラムやツイッター等)を活用している

外国人採用を進めている

自法人で実務者研修や喀痰吸引研修を行っている

地域の利用に施設を開放している

一般高校・大学に訪問して求人活動を行っている

その他

無回答

実施している取組・工夫(n=162)

効果があった取組・工夫(n=162)
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(7) 職員の新規雇用のために計画・検討している方策

Ø 職員の新規雇用のために計画・検討している方策について、「資格取得への支援」が 38.9％

と最も高く、「給与水準の引き上げ」（29.6％）、「元気な高齢者の雇用を増やす」（24.1％）

が続いている。

Ø また、「特にしていない」と回答した事業所の割合は 28.4％となっている。

【職員の新規雇用のために計画・検討している方策】

38.9 

29.6 

24.1 

16.7 

13.0 

5.6 

3.7 

10.5 

28.4 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40%

資格取得への支援

給与水準の引き上げ

元気な高齢者の雇用を増やす

外国人職員を雇用する

介護実習生の受入れを拡大する

住宅確保の支援、家賃の補助を行う

施設内保育、施設内託児室等を設ける

その他

特にしていない

無回答

n=162
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(8) 職員の離職防止・定着促進のために行っている取組

Ø 職員の離職防止・定着促進のために行っている取組について、「休暇を取りやすい体制をと

っている」が 63.0％と最も高く、「採用時に業務内容、勤務条件等について丁寧に説明し

ている」（56.8％）、「労働時間（時間帯・総労働時間）の希望をきいている」（52.5％）、「非

正規職員から正規職員への転換の機会を設けている」（50.0％）、「業務改善や効率化等によ

る働きやすい職場づくり」（48.8％）が続いている。

【職員の離職防止・定着促進のために行っている取組】

63.0 

56.8 

52.5 

50.0 

48.8 

35.8 

34.6 

28.4 

22.8 

20.4 

11.7 

0.6 

2.5 

0.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

休暇を取りやすい体制をとっている

採用時に業務内容、勤務条件等について

丁寧に説明している

労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を

きいている

非正規職員から正規職員への転換の機会を

設けている

業務改善や効率化等による働きやすい職場づくり

能力や仕事ぶりを評価し、配置やキャリアに応じた

給与体系の整備も含めて処遇に反映している

仕事内容の希望をきいている（持ち場の移動など）

相談体制を充実させている

新人職員の指導担当・アドバイザーを置いている

賃金の改善

能力開発を充実させている

その他

特に行っていない

無回答

n=162
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３ 研修の状況

(1) 適切な研修の実施状況

Ø 適切な研修の実施状況について、「適切に実施している」と回答した事業所の割合が 82.7％

となっている。

【適切な研修の実施状況】

(2) 実施（予定）している研修内容

Ø 実施（予定）している研修内容について、「感染症対策研修」が 93.3％と最も高く、「虐待

防止研修」（86.6％）、「新人研修」（77.6％）が続いている。

【実施（予定）している研修内容】

82.7 5.6 3.1 8.6 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=162

適切に実施している ほとんど実施していない わからない その他 無回答

93.3 

86.6 

77.6 

58.2 

55.2 

44.8 

44.8 

35.1 

34.3 

34.3 

24.6 

25.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

感染症対策研修

虐待防止研修

新人研修

ハラスメント対応研修

接遇研修

管理職向けの研修

認知症介護実践研修

メンタルヘルス研修

中堅研修（ＯＪＴ研修等）

クレーム対応研修

次期リーダー向けの研修

その他

無回答

n=134
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４ 外国人労働者の状況

(1) 外国人労働者の受入状況

Ø 外国人労働者の受入状況について、「受け入れている」と回答した事業所の割合が 5.6％と

なっている。

【外国人労働者の受入状況】

(2) 外国人労働者の活用予定

Ø 外国人労働者の活用予定について、「活用する予定がある」と回答した事業所の割合が

21.6％となっている。

【外国人労働者の活用予定】

(3) 外国人労働者を活用する上での課題

Ø 外国人労働者を活用する上での課題について、「利用者との会話等における意思疎通に支

障がある」が 54.9％と最も高く、「日本語文章力・読解力の不足により、介護記録の作成

に支障がある」（37.7％）、「日本人職員との会話等における意思疎通に支障がある」（37.0％）

が続いている。

【外国人労働者を活用する上での課題】

5.6 93.2 1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=162

受け入れている 受け入れていない 無回答

21.6 75.3 3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=162

活用する予定がある 活用する予定はない 無回答

54.9 

37.7 

37.0 

30.9 

25.9 

18.5 

14.2 

14.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

利用者との会話等における意思疎通に支障がある

日本語文章力・読解力の不足により、介護記録の

作成に支障がある

日本人職員との会話等における意思疎通に

支障がある

人件費以外にさまざまなコストがかかる

生活、習慣等の違いにより、日常業務に

支障がある

受け入れ方法や活用方法がわからない

その他

無回答

n=162
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５ 介護人材の確保に必要と思われること

Ø 介護人材の確保に必要と思われることについて、「介護報酬の見直し」が 77.8％と最も高

く、次いで「事務負担の軽減」（65.4％）となっている。

【介護人材の確保に必要と思われること】

77.8 

65.4 

49.4 

36.4 

28.4 

27.2 

4.3 

10.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

介護報酬の見直し

事務負担の軽減

介護職場のイメージアップ

潜在有資格者の発掘

学生の介護職場体験

研修等の充実

その他

無回答

n=162
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Ⅲ 介護人材実態調査結果（職員票）

１ 資格、職種について

(1) 資格の取得、研修の修了の状況

Ø 資格の取得、研修の修了の状況について、「介護福祉士（認定介護福祉士含む）」の割合が

47.6％と最も高く、次いで「介護職員初任者研修修了、または（旧）ヘルパー２級」（22.8％）

となっている。

【資格の取得、研修の修了の状況】

47.6 

22.8 

15.6 

15.2 

10.0 

4.3 

3.5 

2.8 

1.0 

0.7 

9.1 

6.5 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護福祉士（認定介護福祉士含む）

介護職員初任者研修修了、または（旧）ヘルパー2級

看護師

介護支援専門員（ケアマネジャー）

介護職員実務者研修修了、または（旧）介護職員

基礎研修修了、または（旧）ヘルパー1級

理学療法士

社会福祉士

作業療法士

精神保健福祉士

言語聴覚士

その他

特にない

無回答

n=906
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(2) 主な仕事（職種）

Ø 主な仕事（職種）について、「介護職員」の割合が 32.2％と最も高く、「訪問介護員」（16.4％）、

「看護職員」（13.0％）が続いている。

【主な仕事（職種）】

32.2 

16.4 

13.0 

7.9 

7.8 

7.5 

4.3 

10.7 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

介護職員

訪問介護員

看護職員

介護支援専門員（ケアマネジャー）

サービス提供責任者

PT・OT・ST等の機能訓練指導員

生活相談員

その他

無回答

n=906
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２ 職員の情報について

(1) 雇用形態

Ø 雇用形態について、「正規職員」が 66.6％、「非正規職員」が 33.4％となっている。

【雇用形態】

(2) 性別

Ø 性別について、「女性」の割合が高くなっている。

【性別】

(3) 年齢

Ø 年齢について、「40 代」、「50代」の人の割合が高くなっている。

【年齢】

66.6 33.4 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=906

正規職員 非正規職員 無回答

21.4 77.8 0.8 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=906

男性 女性 回答しない 無回答

0.1 

5.3 16.3 30.8 23.7 17.3 6.4 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=906

20歳未満 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 無回答
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(4) 主な仕事（職種）での経験年数

Ø 主な仕事（職種）での経験年数について、「10年以上」と回答した人の割合が 58.4％とな

っている。

【主な仕事（職種）での経験年数】

(5) 現在の事業所での勤務年数

Ø 現在の事業所での勤務年数について、３年未満の割合が 24.0％となっている。

【現在の事業所での勤務年数】

３ 現在の事業所に勤務する直前の職場

(1) 転職の経験

Ø 転職の経験について、「ある」と回答した人の割合が 75.6％となっている。

【転職の経験】

1.7 
3.8 5.1 18.4 58.4 12.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=906

1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満

5年以上10年未満 10年以上 無回答

8.4 15.6 15.6 24.6 25.6 10.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=906

1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満

5年以上10年未満 10年以上 無回答

75.6 24.4 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=906

ある ない 無回答



20

46.9 

22.0 

13.4 

7.0 

2.3 

0.9 

7.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護以外の職場

特養、老健、療養型・介護医療院、ショートステイ、グループ

ホーム、特定施設

通所介護、通所リハ、認知症デイ

訪問介護・入浴、夜間対応型

住宅型有料、サ高住（特定施設以外）

小多機、看多機、定期巡回サービス

その他の介護サービス

n=685

(2) 直前の職場の種類

Ø 直前の職場の種類について、「介護以外の職場」が 46.9％で最も高く、「特養、老健、療養

型・介護医療院、ショートステイ、グループホーム、特定施設」（22.0％）、「通所介護、通

所リハビリテーション、認知症デイサービス」（13.4％）が続いている。

【直前の職場の種類】

(3) 直前の介護関連の職場について

Ø 直前の職場（場所）について、「現在の事業所とは別の市区町村内」と回答した人の割合が

55.2％となっている。

Ø 直前の職場（法人）について、「現在の事業所とは別の法人・グループ」と回答した人の割

合が 95.3％となっている。

【直前の職場について（場所）】

【直前の職場について（法人）】

4.7 95.3 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=364

現在の事業所と同一の法人・グループ 現在の事業所とは別の法人・グループ 無回答

44.8 55.2 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=364

廿日市市内 現在の事業所とは別の市区町村内 無回答
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26.1 

25.3 

21.2 

15.1 

13.2 

10.7 

10.2 

6.9 

6.6 

6.3 

5.8 

3.8 

19.2 

6.0 

0% 10% 20% 30% 40%

職場の人間関係のため

収入が少なかった

法人や事業所の理念や運営のあり方に不満があった

休暇が取得しづらかった

自身の健康面の問題のため

労働時間が長かった

自身の結婚・妊娠・出産・育児のため

雇用が不安定であった

シフト体制等が不規則であった・夜勤があった

家族の介護のため

資格取得・能力向上のための支援体制がなかった

正社員になれなかった

その他

特にない

(4) 直前の介護関連の職場を離職した理由

Ø 直前の職場を離職した理由について、「職場の人間関係のため」が 26.1％と最も高く、「収

入が少なかった」（25.3％）、「法人や事業所の理念や運営のあり方に不満があった」（21.2％）

が続いている。

【直前の職場を離職した理由】

n=364
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４ 介護関係の仕事を選んだ理由

Ø 介護関係の仕事を選んだ理由について、「働きがいのある仕事だと思ったから」が 46.4％

と最も高く、「資格・技能が活かせるから」（37.2％）、「人や社会の役に立ちたいから」

（27.4％）、「今後もニーズが高まる仕事だから」（25.3％）が続いている。

【介護関係の仕事を選んだ理由】

46.4 

37.2 

27.4 

25.3 

21.4 

19.4 

18.7 

12.7 

12.7 

8.2 

5.4 

6.6 

4.9 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

働きがいのある仕事だと思ったから

資格・技能が活かせるから

人や社会の役に立ちたいから

今後もニーズが高まる仕事だから

自分や家族の都合のよい時間に働けるから

お年寄りが好きだから

介護の知識や技能が身につくから

生きがい・社会参加のため

身近な人の介護の経験から

他によい仕事がないから

給与等の収入が多いから

その他

特に理由はない

無回答

n=906
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５ 労働条件や仕事の負担等を感じること

Ø 労働条件や仕事の負担等を感じることについて、「仕事内容のわりに賃金が安い」が 51.7％

と最も高く、「人手が足りず負担が大きい」（40.0％）、「業務に対する社会的評価が低い」

（34.9％）、「身体的負担が大きい（腰痛や体力に不安がある）」（33.3％）が続いている。

【労働条件や仕事の負担等を感じること】

51.7 

40.0 

34.9 

33.3 

26.9 

25.5 

24.8 

11.0 

4.6 

2.0 

5.1 

12.7 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事内容のわりに賃金が安い

人手が足りず負担が大きい

業務に対する社会的評価が低い

身体的負担が大きい（腰痛や体力に不安がある）

精神的にきつい

健康面（新型コロナウイルス等の感染症や怪我）の

不安がある

有給休暇が取りにくい

労働時間が長い・不規則である

雇用が不安定である

正規職員になれない

その他

労働条件や仕事に不満がない

無回答

n=906
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６ 現在勤めている事業所での勤務継続希望の有無

Ø 現在勤めている事業所での勤務継続希望の有無について、「今の勤務先で働き続けたい」と

回答した人の割合が 69.0％となっている。

Ø サービス種別にみると、「今の勤務先で働き続けたい」と回答した人の割合が訪問系で

77.7％と高くなっている。

【現在勤めている事業所での勤務継続希望の有無】

69.0 

77.7 

61.7 

67.5 

68.5 

8.6 

8.2 

7.2 

10.0 

9.6 

10.2 

5.5 

14.4 

12.0 

6.8 

12.3 

8.6 

16.7 

10.5 

15.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=906)

訪問系(n=256)

通所系(n=209)

施設・居住系(n=351)

居宅介護支援(n=73)

今の勤務先で働き続けたい 介護関係の別の勤務先で働きたい

介護関係以外の勤務先で働きたい その他

無回答
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７ 現在の事業所で働き続けるために必要と感じること

Ø 現在の事業所で働き続けるために必要と感じることについて、「給与面の改善」が 58.1％

と最も高く、「有給休暇を取りやすい環境」（29.1％）、「福利厚生制度の充実」（28.1％）が

続いている。

【現在の事業所で働き続けるために必要と感じること】

［検討するべき課題］

事業所の人材について「不足している」と回答した事業所の割合は４割を超え、その理由と

しては採用が困難な状況が挙がっており、求職者が少ない、賃金上昇への対応が難しいなど、

その確保が困難な状況があらわれている。

一方、職員の調査では、仕事の負担等を感じることとして賃金の安さや人手の少なさによる

負担の大きさ、社会的評価の低さが挙がっている。

人口減少により、介護分野のみならず様々な分野での人材不足が課題となっており、今後、

その状況はさらに深刻になることが見込まれるため、既にある支援制度や好事例等の状況等

の情報提供を行うなど、事業所の取組を支援することが重要であるとともに、元気な高齢者や

外国人の雇用に向けた支援や地域と連携した取組が重要である。

58.1 

29.1 

28.1 

23.4 

18.7 

15.8 

15.6 

14.9 

14.7 

9.7 

8.8 

3.2 

7.6 

13.5 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

給与面の改善

有給休暇を取りやすい環境

福利厚生制度の充実

社会の介護職へのイメージアップ

出産・子育て・介護等との両立を支援する環境

長期継続的な雇用の確保

ICTの導入による業務負担の軽減

資格取得や能力向上に向けた支援の拡充

相談体制の充実

労働時間の短縮

ハイテクロボット等の活用による業務負担の軽減

夜勤の削減

その他

特にない

無回答

n=906


